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定期監査の結果について 

 

 

 地方自治法第 199 条第 4 項の規定に基づき、定期監査を実施したので、同条第 9 項

によりその結果を提出し、かつ、公表する。 

 

記 

 

1 監査の対象      上下水道・環境部 下水道課 

 

  

2 監査の期間      令和 3年 4月  1日から 

令和 3年 4月 30日まで 

 

 

3 監査の要領 

今回の定期監査は、令和 2年度（令和 3年 2月末日現在）における下水道課の所管

に係る財務事務等（一般会計分）を対象に関係資料の提出を求め、職員から説明を聴

取し実施した。 

 

4 監査の結果 

下水道課は、3係を擁し、参事以下 12人の職員で構成されている。 

各係の主な分掌事務として、下水道庶務係は、下水道事業会計、一般会計（汚水処理

施設、合併処理浄化槽設置整備事業）の予算・決算・経理・庶務に関すること、下水道

排水設備指定工事店の責任技術者の手続きに関すること等である。建設係は、公共下水

道建設に関する調査、企画、調整、事業計画、事業認可及び設計・施工監督に関するこ

と等である。 



維持係は、汚水処理施設（公共下水道、農業集落排水、コミュニティプラント）の維

持管理及び合併処理浄化槽の審査に関すること並びに下水道排水設備指定工事店の指

導監督に関すること等であり、これらの業務を執行されている。 

 

(1)予算の執行状況等 

歳入は、予算現額 7,217万 8千円に対し調定額 3,620万 8,565円で、収入済額

は 3,470万 4,110円となっている。 

予算現額に対する収入済額の比率は 48.08％、調定額に対する収入済額の比率は

95.85％である。 

歳出は、予算現額 11億 887万円に対し支出済額 9億 6,081万 3,830円で、執

行率は 86.65％となっている。 

執行率が低いのは、下水道整備費で需用費 253万 7,663円、委託料 911万 7,636

円、工事請負費 1,655万円、負担金補助及び交付金 3,584万 8千円等が未執行のた

めである。 

 

下水道課が、令和 2年 4月 1日から令和 3年 2月末日までの間に実施した主な事

務事業に係る歳入歳出は、次のとおりである。 

 

歳入は、直方市汚水処理施設条例に基づき、直方頓野住宅団地、中泉中央住宅内に

汚水処理施設が設置されており、これに係る使用料は 3,470万 4,110円収入され収

入率は 95.85％、収入未済額は 150万 4,455円となっている。 

 施設使用者負担の公平を期すためにも、今後とも引き続き収入率の向上に努められ、

収入未済額の解消に向け一層の努力を期待するものである。 

 

歳出は、下水道整備費で、需用費では直方頓野住宅団地・中泉中央住宅内の各汚水

処理施設の維持管理に伴う光熱水費・修繕料等 1,109万 2,337円、委託料ではこれ

ら施設の管理をするためコミュニティプラント施設維持管理業務委託料ほか 3 件 

3,461 万 8,364 円、工事請負費では直方頓野住宅団地汚水処理施設内部改修工事費

2,046万円、補助金及び負担金では合併処理浄化槽設置整備事業費補助金ほか 2件の

1,409万円等が支出されている。 

 

汚水処理施設の概要 

 

（令和 3年 2月末日現在） 

施設名 位置 処理戸数 

直方頓野団地汚水処理場 直方市大字頓野 2535-9 1154戸 

中泉中央住宅汚水処理場 直方市大字中泉 1015-1 57戸 

 

 



汚水処理施設使用料 

                     （令和 3年 2月末日現在）（単位：円、％） 

 

 

 

直方市合併浄化槽設置整備補助金 

（基本分）            （令和 3年 2月末日現在）（単位：件、千円） 

 

 

（上乗分）        （単位：件、千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年度 調定額 収入済額 収入未済額 収入率 

令和 2年度 

現年度 34,601,885 33,398,270 1,203,615 96.5 

滞納繰越 1,602,680 1,301,840 300,840 81.2 

計 34,204,565 34,700,110 1,504,455 95.8 

令和元年度 

現年度 41,120,650 39,759,425 1,361,225 96.7 

滞納繰越 489,295 247,840  241,455  50.7 

計 41,609,945 40,007,265 1,602,680 96.1 

平成 30年度 

現年度 42,703,455 42,436,410 267,045 99.4 

滞納繰越 312,345 90,095  222,250  28.8 

計 43,015,800 42,526,505 489,295 98.9 

浄化槽 

規模 

5人槽 7人槽 10人槽 31～50人槽 計 

件数 交付額 件数 交付額 件数 交付額 件数 交付額 件数 交付額 

令和 

2年度 

38 12,616 14 5,796 1 548 0 0 53 18,960 

令和 

元年度 

67 22,244 21 8,694 2 1,096 4  3,000 94 35,034 

平成 

30年度 

61 20,252 29 12,006 0 0 0 0 90  32,258 

転換の種別 

汲取便槽 単独浄化槽 

件数 交付額 件数 交付額 

令和 

2年度 

7 1,384 0 0 

令和 

元年度 

9 1,800 1 230 

平成 

30年度 

5 1,000 0 0 



(2)経理事務の手続き等について 

経理事務については、支出負担行為票、その他関係諸帳簿等照合検査の結果、いず

れも符号していた。また、備品については、頓野住宅団地汚水処理施設について備品

検査を行ったが、旧様式の備品票（備品シール）が添付されたままの備品が見受けら

れたため、早急に規定に沿った備品票を添付するように指導した。 

 

 (3)指摘事項について 

次のような取扱が見受けられたので、適正に処理されたい。 

 

以上が、上下水道・環境部 下水道課一般会計分の定期監査の結果である。 

本市の公共下水道事業は、生活排水による公共水域の水質汚濁防止と、快適で住みや

すい生活環境づくりを目的として、平成 18 年度に供用開始されて以来計画的に事業を

推進し、農業集落排水事業においては、平成 11年度・平成 13年度に供用が開始されて

おり、令和２年度の水洗化率は、公共下水道 75.7％、農業集落排水 73.7％となってい

る。 

公共下水道については、接続可能地域も年々拡大され接続件数は伸びているが、公共

下水道の計画外区域や計画はあるものの施工時期が未定である区域において公共用水

域の水質を保全するためには、公共下水道を補完するものとして合併処理浄化槽が大き

な柱になるものと思われる。 

公共下水道については、いまだ未接続の世帯・事業所があり、その理由は経済的な理

由をはじめ種々考えられるが、下水道事業の健全・安定した運営のために、受益者負担

金と同様に地道な理解・普及に努められるとともに、直方市合併処理浄化槽設置整備補

助金を適切に運用し、下水道事業の目的である「都市の健全な発達及び公衆衛生の向上

に寄与し、合わせて公共用水域の保全に資すること」の達成に向けて業務を推進してい

ただきたい。 

 下水道事業を取り巻く環境は、近年の社会情勢、特に高齢化・人口減少等により使用

料収入の減少が見込まれる一方、施設の老朽化等に伴う更新等の事業費の増大が見込ま

れる。このように経営環境の変化に適応し、一層の経営基盤の強化を図ることにより、

今後も安全で快適な下水道サービスを持続的・安定的に提供していくため、平成 28 年

度に公共下水道事業及び農業集落排水事業の経営戦略を策定し、平成 31年 4月 1日に

地方公営企業法の財務規定等の適用受け、下水道事業会計へ移行をされている。 

 本市の厳しい財政状況のもと、コミュニティプラントについても公共下水道への接続

件名 指摘の事実 指摘の根拠 監査委員意見 

備品について 下水道課庁舎内と頓野住
宅団地汚水処理施設の備
品に、備品票（備品シー
ル）が添付されていない。 

直方市財務規則第 191条第
2項 

「物品出納員は、前項の規
定により受入れた備品は、
備品台帳に登記し、1個ごと
に備品票を付して整理しな
ければならない。」 

備品については、規定
に沿った備品票を付
し適正な事務処理を
されたい。 



等の検討がなされている。引き続き市民の期待に応えるために、経済的・効率的・効果

的な事業の執行に努められ、公共下水道事業と合併浄化槽の双方で、今後の水洗化の促

進に励まれるよう望むものである。 

 


